
法律・内容 2018年度 
(平成30年度) 

2019年度 
(平成31年度) 

2020年度 
(平成32年度) 

2021年度 
(平成33年度) 

2022年度 
(平成34年度) 

2023年度 
(平成35年度) 

2024年度 
(平成36年度) 

労働基準法 

時間外労働の上限規制
(年720時間)の適用 
【一般則】 

4月1日から
大企業に 
適用 

4月1日から
中小企業に
適用 

時間外労働の上限規制
(年960時間)の適用 
【自動車運転業務】 

4月1日から
適用 

年休5日取得義務化 
4月1日から
適用 

月60時間超の時間外割増
賃金率引上げ(25%→50%)の
中小企業への適用 

4月1日から
適用 

パートタイム
労働法・労働
契約法 

同一労働同一賃金（※） 
4月1日から
大企業に 
適用 

4月1日から
中小企業に
適用 

労働者派遣法             〃 
4月1日から
適用 

2018年度 
(平成30年度) 

2019年度 
(平成31年度) 

2020年度 
(平成32年度) 

2021年度 
(平成33年度) 

2022年度 
(平成34年度) 

2023年度 
(平成35年度) 

2024年度 
(平成36年度) 

「自動車運送事業の働き方改革の実現に
向けた政府行動計画」（関係省庁連絡会議） 

「トラック運送業界の働き方改革実現に 
向けたアクションプラン」（全ト協） 

働き方改革関連各法律の施行期日等について 

※①短時間・有期雇用労働者に関する正規雇用労働者との不合理な待遇の禁止に関し、個々の待遇ごとに、待遇の性質・目的に照らして適切と認められる事情を考慮して判断されるべき旨を明確化、 
  ②派遣労働者について、派遣先の労働者との均等・均衡待遇の確保、③短時間・有期雇用・派遣労働者について、正規雇用労働者との待遇差の内容・理由に関する説明を義務化 等 

2023年度(平成35年度)末までに、時間外労働年960時間超のトラックドライバーをゼロに 

①2023年度(平成35年度)末までのできるだけ早い時期に、全事業者が改善基準告示に規定する 
   1ヵ月の拘束時間の限度及び休日労働の限度に関する基準を遵守 
②2024年度(平成36年度)末までのできるだけ早い時期に、全事業者の全ドライバーの時間外労働が年960時間以内 

※衆議院の附帯決議において、「自動車運転業務については、長時間労働の実態があることに留意し、改正法施行後５年
後の特例適用までの間、過労死の発生を防止する観点から改善基準告示の見直しを行うなど必要な施策の検討を進める
こと」とされた。 
※参議院の附帯決議において、「自動車運転業務については、過労死等の防止の観点から、「自動車運転者の労働時間
等の改善のための基準」の総拘束時間等の改善について、関係省庁と連携し、速やかに検討を開始すること」とされた。 

長時間労働を是正し、生産性向上を促進するため、労働生産性の向上、多様な人材の確保・育成、 
取引環境の適正化を柱とした環境整備等を実施 

（公社）全日本トラック協会 


